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論文 鉄筋コンクリート造柱の軸力支持限界と耐震診断基準値 
 

山崎 和宏*1・田才 晃*2
 

 

要旨：既往の研究について，2001 年度に改定された耐震診断基準における残存軸耐力の規定につ

いて，その妥当性を検証するため，既往の研究結果を踏まえ，比較的低強度のコンクリートの柱

を対象とし，0.2≦pw≦0.4（％）の範囲について直接実験により確認した。その結果極脆性柱，

せん断柱ともに，帯筋比 0.2≦pw≦0.4（％）の範囲における耐震診断基準の規定は，概ね安全側

であることが確認できた。同じく曲げ柱でも，帯筋比 0.2≦pw≦0.4（％）の範囲で規定の安全性

を確認したが，F＝3.0 での規定には余裕がないことが判明した。 

キーワード：耐震診断基準，定軸力，残存軸耐力，極脆性柱，せん断柱，曲げ柱 

 

1. はじめに 

 2001 年に改訂された日本建築防災協会の「既存

鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解

説」1）（以下，耐震診断基準と略す）では，建物の

終局限界を定めるに際し，柱の残存軸耐力の考え

方が新たに取り入れられた。これによると，柱の

変形レベルに応じた軸支持能力の低下が定義され

ている。しかし，残存軸耐力を直接検証した実験

例は多くなく，特に帯筋比が 0.2≦pw≦0.4（％）の

範囲ではきわめて少ないことが，耐震診断基準に

も記されている。そこで，本研究では，既往の研

究における軸力支持能力喪失変形を調べ，その結

果を踏まえて構造実験により，耐震診断基準にお

ける残存軸耐力の規定の妥当性を検証した。 

 

2. 既往の研究について 

独立柱を対象とし，定軸力を支持できなくなる

まで水平載荷した既往の実験研究 3)～17)を調べた。

データの範囲は，コンクリート強度 15～ 36

（N/mm
2），帯筋比 0.2≦pw≦0.4（％）において選

定し，軸力支持能力喪失変形が明確に報告されて

いるものとした。0.2≦pw≦0.4（％）における耐

震診断基準と比較した。（図－１） 

柱の分類は，耐震診断基準に従い分類し，部材

の変形能力を表す F 値は基準高さを柱幅の 4 倍と

して層間変形角を求め，実験中に軸力支持が不能 
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    図－１ 既往の実験による残存軸耐力率 

コンクリート工学年次論文集，Vol.28，No.2，2006

-181-



( )
yru

yru

RR05.0175.0

1RR2
F

＋

−
=

 

ruR ：定軸力支持能力喪失前最大層間変形角

yR ：降伏変形角、1／150とする 

表－２ 鉄筋材料試験結果 

D10 353 519 0.210 188.3

D4 379 571 0.460 200.6

ヤング係数

(N/mm2)
鉄筋種

降伏強度

(N/mm2)

引張強度

(N/mm2)
降伏歪み

(%)

 

wσy：帯筋の降伏強度，σ0：柱軸方向圧縮強度 

ku：有効せい d による係数，kp：引張鉄筋比 ptによる係数 

σB：コンクリート強度，M／Qd：シアスパン比(=ho／2d) 
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となるまでに経験した最大層間変形角Rruを用い，

次式によって求めた。 

 

                 （１）      

 

 

極脆性柱では，プロットされたＦ値は基準値に

比べ余裕があることがわかる。せん断柱において

も同様の傾向が見られるが，軸力レベルが高いと

Ｆ値が下がる傾向がやや見られる。曲げ柱では，

軸力レベルとＦ値の相関はさらに顕著であり，加

えて，耐震診断基準の残存軸耐力の規定値に余裕

があまりないことが見て取れる。これらの傾向は，

脆い柱ほど軸力支持能力の喪失が早いという耐震

診断基準の主張と一見相反しているように見える

が，ここで示した既往の研究が，必ずしも耐震診

断基準の規定値を検証する目的で変数が選定され

たわけではないことも要因と考えられる。 

そこで，0.2≦pw≦0.4(%)の範囲における耐震診断

基準の残存軸耐力の規定を直接検証することを意

図して，pw の下限値で，安全側の検討として、低

強度のコンクリート柱に対し，構造実験を行った。 

 

3. 実験概要 

3.1 試験体概要 

試験体諸元を表－１に示す。試験体 No.3，No.4

の配筋図を図－２に示す。試験体に用いた鉄筋の

材料試験結果を表－２に示す。試験体は，比較的

低強度のコンクリートの柱を対象とし FC=20（N／

mm
2）以下となるように計画した。せん断補強筋比

は耐震診断基準の 0.2≦pw≦0.4（％）の下限値とし

て pw＝0.192（％）とした。軸力比，せん断補強筋

比，主筋量を一定として，柱高さをパラメータに

することで，極脆性柱，せん断柱，及び曲げ柱を

製作した。それぞれの破壊形式で同一の試験体を 2

体づつ合計 6 体製作し，加力方法の異なる実験を

行い変形量（F 値）に応じた残存軸耐力を求めた。 

表－１中にはそれぞれの試験体におけるコンク

リート強度を示した。水平加力の際はこのコンク 

リート強度を用い，軸力比η（=N／bDσB ）がほ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ぼ 0.2 となるように定軸力を作用させた。（表－１） 

曲げ終局強度およびせん断終局強度の計算値を

表－３に示す。これらは耐震診断基準の算定方法

に従い，実材料強度を用いて求めた。ただし，試

験体が縮小模型であることで，せん断終局強度は

寸法効果を考慮 18）し，以下の式により算定した。 
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図－２ 試験体 No.3，4配筋図 
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名称 b×Ｄ
(mm)

No.2
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b×D：幅×せい　L：内法高さ　η=N/bDσB　　 N：一定軸力
σB：実験日コンクリート強度

σＢ

(MPa)

No.1

250×
250

375

12-D10
0.52

2-D4@55
0.192

表－１ 試験体諸元 

試験体 Qmu(kN) Qsu(kN) Qsu/Qmu Rsu(Rmu) 破壊形式

No.1 227 151 0.67 1/500
No.2 227 151 0.67 1/500
No.3 155 119 0.77 2/500
No.4 158 124 0.78 2/500
No.5 85 93 1.09 3.3/500
No.6 86 95 1.10 3.4/500

せん断破壊

せん断破壊

曲げ破壊

 
表－３ 試験体強度計算値 
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計算によるせん断余裕度より，試験体 No.5，6

は曲げ破壊型，それ以外はせん断破壊型となる。

試験体 No.1，2 は L／D＝1.5 であり，耐震診断基

準の定義では極脆性柱に分類される。試験体 No.3，

4 は L／D＝2.0 で極脆性柱となるが，規定を安全側

に検証する意味でせん断柱として扱う。試験体

No.5，6はL／D＝4.0であり，曲げ柱と分類される。 

3.2 試験方法 

 柱試験体は図－３に示す加力装置を用い，軸方

向は 2 本の 1000（kN）油圧ジャッキにより定軸力

を作用させながら，500（kN）油圧ジャッキで水平

方向に正負繰り返し加力を行った。 

加力振幅は，表－４に示すように，柱高さ Ho＝

1000（mm）を基準高さとし，耐震診断基準の考え

方に従った想定層間変形角に基づき漸増させた。 

試験体 No.1，No.3，No.5 は定軸力を作用させ，

定軸力が支持できなくなるまで繰り返し水平載荷

を行った。これらの試験体の結果を参照して，試

験体 No.2，No.4，No.6 は，破壊形式ごとの定軸力

支持能力を失う前の想定層間変形角に基づいた F

値と部材角に相当する繰り返し加力を行い，水平

力を除荷した後，軸圧縮を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 実験結果   

4.1水平力－水平変形関係 

水平力－水平変変形関係を図－４に示す。 
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図－４ 水平力－水平変形関係 
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図－３ 加力装置図 

表－４ 加力履歴 

  定軸力支持限界

帯筋降伏

せん断終局強度の計算値Qsu

軸圧縮開始点

主筋降伏

曲げ終局時せん断力の計算値Qmu

想定層間変形角

R （rad.） No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6

0.5／500 2.7／1000 2.7／1000 2／1000 2／1000 ― ―

1／500 （F=0.8） 5.3／1000 5.3／1000 4／1000 4／1000 2／1000 2／1000

1.5／500 8／1000 8／1000 6／1000 6／1000 ― ―

2／500 （F=1.0） 10.7／1000 10.7／1000 8／1000 8／1000 4／1000 4／1000

2.5／500 13.3／1000 (474) 10／1000 10／1000 ― ―

3.3／500 （F=1.27） 17.8／1000 13.3／1000 13.3／1000 6.67／1000 6.67／1000

4／500 21.3／1000 16／1000 (432) 8／1000 8／1000

5／500 20／1000 10／1000 10／1000

6／500 （F=2.0） 24／1000 12／1000 12／1000

8／500 32／1000 16／1000 (1353)

10／500 20／1000

12／500 24／1000

14／500 （F=3.0） 28／1000

                                                             R=cR×h0/H0,   （　）内：残存軸耐力（ｋN）

 部材角：cR （rad.）

〔120 （kN） 2／3Qsu〕

極脆性柱 ho=375（mm） せん断柱 ho=500（mm） 曲げ柱 ho=1000（mm）
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極脆性柱，せん断柱である試験

体 No.1～No.4 では正方向の最

大耐力はせん断終局強度の計

算値 Qsu とほぼ同程度であっ

た。計算値は耐力の下限値を推

定するものであるので，本実験

のせん断耐力に余裕は無かっ

たことになる。これらの試験体

は最大耐力以降の繰り返しで

徐々に耐力低下を生じた。 

 試験体 No.1，No.3，No.5 に

おいては定軸力支持限界付近

の挙動が異なり，No.1，No.3

では，加力サイクルを重ねる中

で徐々に水平力が低下し，水平

耐力がほぼゼロになり，水平変

形のみが増加する状況で定軸

力の支持限界に達したのに対

し，No.5 では，繰り返しの漸増

に対して水平耐力を維持して

いたにもかかわらず，－28／

1000（rad.）のピークへ向かう

途中，突然水平力が低下し定軸

力を支持できなくなった。 

試験体 No.1～No.4 は，想定

通りせん断破壊，試験体 No.5

は曲げ降伏後の柱端部せん断

破壊であった。 

4.2 破壊性状 

実験結果一覧を表－４に，軸力支持能力喪失時

の試験体の写真を図－５に示す。試験体 No.1，No.3，

No.5 は定軸力の支持能力喪失時（定軸力支持限界），

No.2，No.4，No.6 は水平載荷後の軸圧縮時におけ

る最大軸耐力時（残存軸耐力時）の試験体の写真

を示す。 

極脆性柱試験体 No.1，2 は，部材角＋2.7／1000

（rad.）のサイクルで対角線状にせん断ひび割れが

発生した。No.1 は，部材角＋5.3／1000（rad.）で

正負の最大水平耐力に達し，部材角＋21.3／1000

（rad.）のサイクルで軸力，水平力を保持できなく

なり破壊に至った。No.2 は，部材角±2.7／1000

（rad.）で最大水平耐力に達し，部材角±10.7／1000

（rad.）（F=1.00）のサイクルまで繰り返し載荷を行

い，水平力の徐荷後軸圧縮を行なった。 

 せん断柱試験体 No.3，4 は，部材角±2／1000

（rad.）のサイクルで曲げひび割れが発生し，部材

角±4／1000（rad.）のサイクルで最大水平耐力に

達した。対角線状にせん断ひび割れが発生すると

ともに，No.3 は，部材角－32／1000（rad.）へ向か

う途中で軸力および水平力を負担できなくなり，

最終破壊に至った。No.4 は，部材角±13.3／1000

（rad.）（F=1.27）のサイクルまで繰り返し載荷を行

い，水平力の徐荷後に軸圧縮を行なった。 

曲げ柱試験体 No.5，6 は，部材角±2／1000（rad.）

  

（F=1.0 ） 

  

  

No.1 定軸力支持限界 

No.3 定軸力支持限界 No.4 残存軸耐力時 No.5 定軸力支持限界 No.6 残存軸耐力時 
（F=1.27 ） （F=2.00 ） 

No.2 残存軸耐力時 

図－５ 軸力支持能力喪失時の破壊状況 

診断基準による 実験による Qmax δQmax RQmax cRmax

柱の分類 破壊形式 （kN） （mm） （rad.） （rad.）
正 155.3 1.54 +0.77／500 +4.09／1000

負 -133.0 -1.00 -0.5／500 -2.7／1000

正 140.4 0.47 +2.33／500 +1.24／1000

負 -121.3 -1.00 -0.5／500 -2.7／1000

正 129.9 2.00 +1／500 +4／1000

負 -116.4 -1.62 -0.81／500 -3.24／1000

正 134.8 2.00 +1／500 +4／1000

負 -113.7 -1.00 -0.5／500 -2／1000

曲げ降伏後 正 100.0 10.00 +5／500 +10／1000

せん断破壊 負 -97.5 -12.00 -6／500 -12／1000

正 99.0 12.00 +6／500 +12／1000

負 -98.0 -12.00 -6／500 -12／1000

No.3

No.4

せん断破壊

せん断破壊

方
向

試験体

No.5

No.6

極脆性柱

せん断柱

曲げ柱

No.1

－

No.2

Qmax:最大水平力（kN） δQmax:最大水平力時変形（mm）  

RQmax:最大水平力時層間変形角（rad.）cRQmax: 最大水平力時部材角（rad.） 

表－５ 実験結果一覧 
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のサイクルで曲げひび割れが発生し，部材角＋4／

1000（rad.）のサイクルで柱上部にせん断ひび割れ

が発生した。No.5 は，部材角+10／1000（rad.）， 

－12／1000（rad.）で最大水平耐力に達した後，部

材角－28／1000（rad.）のサイクルで柱上部のせん

断ひび割れが急激に広がり，軸力および水平力を

支持できなくなり，最終破壊に至った。No.6 は，

部材角±12／1000（rad.）のサイクルで最大水平耐

力に達し，水平力の徐荷後に軸圧縮を行なった。 

極脆性柱試験体 No.1，2 において，No.2 の正側

を除き，部材角が 1／500 を超えて，最大水平力に

達したのに対し，層間変形角では，1／500 に達す

る前に最大水平力に達した。 

図－５より，No.2，No.4 の残存軸耐力時の破壊

状況では水平載荷時のせん断ひび割れが大きく開

いたのに対し，No.6 においては水平載荷時のひび

割れはあまり開かず，面外方向に生じたせん断ひ

び割れが大きく開き，残存軸耐力に達した。 

 

5. 耐震診断基準における残存軸耐力率との比較 

各試験体の最大耐力時，定軸力支持能力喪失時，

及び残存軸耐力検定時の層間変形角に相当する靭

性指標 F 値をまとめて表－５に示す。 
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表－５より，極脆性柱では，最大耐力時の層間

変形角が耐震診断基準で想定している F=0.8 に相

当する層間変形角 1／500（rad.）よりも小さかった。

また，せん断柱においても最大耐力時の層間変形

角が耐震診断基準で想定している F=1.0 に相当す   

る層間変形角 2／500（rad.）よりも小さかった。 

残存軸耐力率－F 値の関係を図－６に示す。縦軸に

残存軸耐力ηr，横軸に F 値を示す。また，耐震診

断基準の 0.2≦pw≦0.4 における基準値を示して 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

診断基準による 方 F値 Rru F値 Rr F値
柱の分類 向 （RQmax時） （rad.） Rru時 （rad.） Rr時

正 （＜0.8）

負 （＜0.8）

正 （＜0.8）

負 （＜0.8）

正 0.8

負 （＜0.8）

正 0.8

負 （＜0.8）

正 1.75

負 2.0

正 2.0

負 2.0

－

－ 2.0

－

6／500

－

－ 1.27

－

3.33／500

－

－ 1.0

－

2／500

－

－

8／500

1.49

2.32

3.0

No.6

極脆性柱

せん断柱

曲げ柱

No.1

No.2

No.3

No.4

4／500

－

試験体

No.5 14／500

表－６ 実験結果による F値 

図－６ 残存軸耐力率－F値関係 
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ruR ：定軸力支持能力喪失前最大層間変形角

yR ：降伏変形角、1／150とする 
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いる。本実験では全試験体とも帯筋比 pw は 0.192

であるが，これを基準の 0.2≦pw≦0.4 の下限とみな

し，0.2≦pw≦0.4 の基準値を検証する。 

極脆性柱では，0.2≦pw≦0.4 の範囲で実験値が耐

震診断基準の値を上回り，基準値はこの範囲にお

いて安全側と判断できる。 

せん断柱では，0.2≦pw≦0.4 の範囲において

F=1.27，F=2.32 の両方で実験値が基準の値を上回

った。しかし，F=1.0 での安全性は本実験では確認

できなかった。 

曲げ柱では，0.2≦pw≦0.4 の範囲で，F=2.0 では

仮定の値を大きく上回り，F=3.0 では基準値とほぼ

同じ値となった。よって，基準値は，この範囲に

おいて安全側と評価できるが，F=3.0 での値に余裕

がなかったことになる。 

 

6.まとめ 

耐震診断基準に規定されている残存軸耐力に

関し，既往の研究調査と構造実験を行い，以下

のことがわかった。 

(1) 比較的低強度のコンクリートの場合で

も，極脆性柱，せん断柱ともに，帯筋比

0.2≦pw≦0.4（％）の範囲における耐震

診断基準の規定は，概ね安全側であるこ

とが確認できた。 

(2) 同じく曲げ柱でも，帯筋比 0.2≦pw≦0.4

（％）の範囲で規定の安全性を確認した

が，Ｆ＝3.0 での規定には余裕がないこ

とが判明した。これは既往の研究からも

予測される結果であった。帯筋比が 0.2

（％）程度の曲げ柱では，軸耐力の喪失

が急激に生じる危険がある。 
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